
指標
25年度末
実績値
（参考）

31年度末目標値
（地域子ども・子育
て支援事業は各年度

の確保数）

30年度末
実績値

30年度の取組状況
達成率
(％)

評価 目標達成に向けた課題 令和元年度の取組予定 担当課

　基本目標１　教育・保育、地域の子育て支援の総合的な提供

施
策
1-1

質の高い教育・保育の提供

1
施設型給付・地域
型保育給付

満３歳未満の子どもの保
育利用率

－ 63.6% 64.8%
新たな施設の整備などにより、受入れ枠を拡
大した。 101.9% Ｓ －

目標を達成したものの、年度途中に発生する
待機児童への対策が必要であるため、保育士
確保対策などを行い、受入れ枠の拡大を図
る。

子ども育成課

2 休日保育事業 実施施設数 ６施設 11施設 11施設
自園児のみ受入する施設を含め、１１施設で
実施した。 100.0% Ｓ －

受入れが不足する地域への実施施設数の拡大
に向けて、関係団体等と協議を行う。

子ども育成課

3
公立保育所の民間
移行

民間移行数 ２施設 ３施設
３施設

（28年度）
現時点の予定する民間移行については、平成
28年度で終了。 100.0% Ｓ － － 子ども育成課

4
へき地保育所の運
営の安定化

へき地保育所入所児童数 59人 - 50人
特例給付を受け運営しつつ、小規模保育事業
等認可施設への移行など、今後の施設のあり
方について関係者と協議を行った。

－ － －
太平幼児園は令和元年度末で閉園。
金足西、上新城幼児園については、引き続
き、関係団体と協議を行う。

子ども育成課

5
認定保育施設助成
事業

認定保育施設総定員に対
する総入所児童数の割合

65.0％ 65.0% － 平成29年度で事業終了。 － － － － 子ども育成課

6
保育所における教
育の充実

(ニーズ調査)
保育内容に対する満足度

※
92.0％

100% 92.9% － 92.9% Ａ － － 子ども育成課

①研修会内容の充実 内容の充実 内容の充実

②幼児との交流を行って
いる小学校数

100％ 100％

8
【追加】
３歳未満児定員拡
大推進事業

実施期間中の延べ定員拡
大人数

24人
（28年度）

60人 66人
新規保育士を雇用し３歳未満児の定員を拡大
した３施設に対し、人件費等に対する補助を
行い、18人の定員拡大に繋がった。

110.0% Ｓ －
本事業は地方創世関連事業であり、本年度を
もって事業終了。

子ども育成課

9
【追加】
保育士人材確保推
進事業

求人件数に対する就職件
数の割合

7.7%
（28年度）

20.0% 19.6%

保育士・保育所支援センターを開設、就職支
援コーディネーター１名が常駐し、求職者と
雇用者双方のニーズ調整を図りながらマッチ
ングを行ったほか、就職相談会等により就職
支援を行った。
30年度の就職決定者は29人。
(H31.3.31の有効求人件数86件、求人数148人)

98.0% Ａ 保育士不足の解消に向けて、更なる就職支
援が必要である。

　Ａターンフェアへの参加にあたり、保育団
体等との協同による参加を検討しているほ
か、事前セールスを行い、支援センター参加
の周知を図る。
　セミナー周知についても市広報の活用など
を図る。

子ども育成課

10

【追加】
保育士資格・幼稚
園教諭免許状取得
支援事業

資格取得支援希望者に対
する支援割合

100％ 100% 100%
５園６名の対象者分について、各園に対し補
助金を支給した。 100.0% Ｓ －

各園に支援希望調査を行った上で、対象施設
に対し補助を行っていく。

施設指導室

　※　№６「保育所における教育の充実」の25年度末実績値は、回答者における比率での比較を行うため、平成29年度中間評価時、無回答者を除いた値に修正しています。

 「子ども・子育て未来プラン」進捗状況（平成30年度末時点）

7

幼保小研修会の充
実および幼児と児
童の交流活動の推
進

学校教育課
  スタートカリキュラムの検証と改善を図
り、子どもの発達や学びの連続性を踏まえた
幼保小の連携を今後も進めていく。

基本目標
｜

施策
｜

取組・事業

100%

  子どもが見通しをもって安心して小学校生
活を始めることができるよう、子どもの学び
と育ちのつながりに配慮した指導を組織的・
計画的に行うとともに研修の充実を図った。

100.0% Ｓ －
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指標
25年度末
実績値
（参考）

31年度末目標値
（地域子ども・子育
て支援事業は各年度

の確保数）

30年度末
実績値

30年度の取組状況
達成率
(％)

評価 目標達成に向けた課題 令和元年度の取組予定 担当課

基本目標
｜

施策
｜

取組・事業

施
策
1-2

1 利用者支援事業 実施箇所数 - 2 2

・子ども未来センターを拠点に情報発信、巡
回相談、子育てママのプチ就活を実施した。
・（子ども健康課）秋田市版ネウボラ（母子
保健型）を拠点に、主に妊娠届時等に妊婦と
面接を行い、必要な支援を行った。

100.0% Ｓ －

引き続き、庁内の関係課所室および地域の教
育・保育施設や子育て支援団体等との連携を
推進し、対象者への周知や相談機会を増やす
ためのＰＲに努める。
・（子ども健康課）庁内の関係部署や医療機
関等と連携し、対象者への周知を図る。

子ども
未来センター
子ども健康課

2 延長保育事業 利用者数 584人 4,242人 3,960人

延長保育事業を実施する認可保育所、認定こ
ども園および地域型保育事業に対して補助を
行った。 93.3% Ａ － 引き続き、需要に応じて実施する。 子ども育成課

利用者数：低学年 1,024人
1,664人

(1,413人)
1,212人

保護者が労働等により昼間家庭にいない児童
に対し、放課後等に適切な遊び、および生活
の場を与えて、その健全な育成を図るため、
放課後児童クラブを実施している民営の43ク
ラブに運営を委託し1,592人（うち低学年は
1,212人）が登録した。

72.8%
(85.8%)

Ａ

利用者数：高学年 246人
416人

(337人)
380人

保護者が労働等により昼間家庭にいない児童
に対し、放課後等に適切な遊び、および生活
の場を与えて、その健全な育成を図るため、
放課後児童クラブを実施している民営の43ク
ラブに運営を委託し1,592人（うち高学年は
380人）が登録した。

91.3%
(112.8%)

Ｓ

ショートステイ
延べ利用者数

119人 98人 240人

保護者の疾病等の理由により、家庭で養育を
受けることが一時的に困難になった児童につ
いて、児童養護施設等において必要な保護を
行った。

244.8% Ｓ －

保護者の疾病等の理由により、家庭で養育を
受けることが一時的に困難になった児童につ
いて、児童養護施設等において必要な保護を
行う。

トワイライト
延べ利用者数

1,347人 1,428人 609人

保護者の仕事等の理由により、恒常的に平日
の夜間や休日に家庭で養育を受けることが困
難になった児童について、母子生活支援施設
等において必要な保護を行った。

42.6% Ｃ 事業の普及を図るため継続して周知をする
こと。

保護者の仕事等の理由により、恒常的に平日
の夜間や休日に家庭で養育を受けることが困
難になった児童について、母子生活支援施設
等において必要な保護を行う。

5
乳児家庭全戸訪問
事業

対象者数 2,237人 1,986人 1,869人

　乳児のいる家庭を訪問し、様々な不安や悩
みを聞き、子育て支援に関する情報提供を行
うとともに、支援が必要な家庭に対しては適
切なサービス提供につなげた。また、利用者
支援事業（母子保健型）と連携し、妊娠届出
時等に全妊婦へリーフレットを配布し、事業
PRを行ったほか、妊娠期からの切れ目ない支
援を行った。

94.1% Ａ
　子育て家庭が孤立しないよう、より早期
の訪問指導を行うとともに、事業の普及を
図るため、継続して周知をする必要があ
る。

　引き続き、妊娠届出時等にリーフレットを
配布し事業PRを図るほか、産婦人科医療機関
等へのポスター掲示により周知を図る。

子ども健康課

6 養育支援訪問事業 訪問人数 11人 18人 14人

養育支援が特に必要であると判断した家庭に
対し、養育支援を行う者が居宅を訪問し、育
児支援および家事援助、専門的相談を行い、
適切な養育の実施を確保した。

82.4% Ａ
児童相談所等関係機関や支援が必要な世帯
に対し丁寧に事業説明を行い、支援に繋げ
ていく必要がある。

養育支援員の対応力向上とサポート体制の強
化のため、要保護児童対策地域協議会の研修
会や講演会への参加を勧め、担当職員との情
報交換会を必要時開催していく。

子ども
未来センター

地域における子育て支援の充実

　令和２年度から、児童一人あたりの面積
要件が変更(1.25m→1.56m)になることか
ら、待機児童の発生が見込まれる。

子ども総務課
子育て短期支援事
業

4

　新規クラブ創設に向け、社会福祉法人など
の関係団体に働きかける。

子ども育成課
放課後児童健全育
成事業

3

－2－



指標
25年度末
実績値
（参考）

31年度末目標値
（地域子ども・子育
て支援事業は各年度

の確保数）

30年度末
実績値

30年度の取組状況
達成率
(％)

評価 目標達成に向けた課題 令和元年度の取組予定 担当課

基本目標
｜

施策
｜

取組・事業

7
地域子育て支援拠
点事業

延べ利用回数 52,668回
223,019回

(193,536回）
174,553回

・親子のふれあい広場（ぴょんぴょん広場２
４回、よちよち広場２４回、ぴよぴよ広場１
２回）を実施し、ふれあい遊びや子育て情報
の提供、子育て相談等を行った。また、育児
サークルと親子のつどいに子育て相談員を派
遣し活動を支援した。
・各市民サービスセンター子育て交流ひろ
ば・子ども広場において、交流イベントや子
育て相談等を実施した。
※（　）内は、31年度の量の見込み

78.3%
(90.2%)

Ｂ
父親参加の育児講座やイベント等、参加者
のニーズを取り入れた事業内容としていく
必要がある。

父親参加の育児講座の開催など、参加者の
ニーズに応えながら事業内容の充実に努め
る。

子ども
未来センター
他

幼稚園型
延べ利用人数

－
１号認定 20,056人
２号認定 20,057人

60,854人

１号認定の在園児および在宅児を対象に一時
預かりを実施する施設に対して補助を行っ
た。
（幼稚園型…1号認定の預かり保育）
　認定こども園　18施設 55,738人
　幼稚園　　　　 2施設  5,116人

151.7% Ｓ

幼稚園型以外
延べ利用人数

10,582人
37,800人
(5,829人)

5,552人

在宅児を対象に一時預かりを実施する施設に
対して補助を行った。
（幼稚園型以外…在宅児の一時預かり）
　公立保育所　　　 2施設　  41人
　私立認可保育所　42施設 4,317人
　認定こども園　　 8施設　 578人
　地域型保育事業　 5施設　 616人

14.７%
（95.2%

）
Ａ

9 病児保育事業 延べ利用人数 730人
11,785人
(3,677人)

2,278人
体調不良児対応型669人、病後児対応型259
人、病児対応型1,350人が利用した。

19.3%
（62.0%

）
Ｂ

　安定的な運営をするためには、保育士や
看護師等の雇用が必要であるが、人材の確
保が難しい状況にある。

　人材を確保し、安定的な運営に取り組むよ
う促すとともに、利用者のニーズに対応でき
るよう、引き続き、病児保育を実施する施設
に対して補助をする。

子ども育成課

延べ利用人数
未就学児（緊急対応）

98人 94人 51人
50.5%

(54.3%)
Ｂ

延べ利用人数
未就学児（緊急対応以外）

1,705人 2,670人 1,715人 64.2% Ｂ

延べ利用人数
就学児

400人 546人 433人 79.3% Ｂ

11 妊婦健康診査 延べ受診回数 27,186回 25,228回 23,014回

妊娠中の疾病の早期発見・早期治療や健康管
理の意識向上を図るため、広報、ホームペー
ジ等により受診の必要性について周知を行っ
た。

91.2% Ａ
今後も継続的に受診の必要性を周知すると
ともに、未受診者の把握に努める必要があ
る。

受診の必要性について周知を行うとともに、
未受診者の把握方法について検討する。

子ども健康課

12
在宅子育てサポー
ト事業

申請率 76.5％ 85.0% 79.0%

就学前の子どもを在宅で子育てしている世帯
を対象に、５つの子育てサポートプランを利
用できる「子育てサポートクーポン券」を交
付した。
なお、平成30年度より、平成30年４月２日以
降に生まれた第３子以降の子どもを在宅子育
てし、かつ、当該児童を含む３人以上の子ど
もを養育している世帯を対象に、７つの子育
てサポートプランを利用できる「多子世帯サ
ポートクーポン券」の交付を開始した。

92.9% Ａ
・引き続き、効果的な周知方法について検
討するとともに、庁内関係課所室に対し、
周知への協力を求めていく必要がある。

・引き続き、親子のふれあい広場や市ホーム
ページ、ＳＮＳ、広報あきたを通じ、事業周
知に努める。
・こんにちは赤ちゃん訪問事業実施時に、保
護者への情報提供を行う。（※子ども健康課
の協力による）
・「子育てサポートクーポン券」について、
３１年度から０歳児（※事業実施年度中出生
児童）を対象に追加する。

子ども
未来センター

13
保育所在宅子育て
支援事業

参画保育所数 57施設 96施設 97施設
認可保育施設97施設において、保育所開放や
子育て相談等の在宅子育て支援を行った。 101.0% Ｓ －

新規認可施設２施設を加え、99施設において
引き続き事業を実施する。

子ども育成課

子ども育成課

・広報あきた、ホームページ等に加え、地域
や関係機関・団体等における子育て支援活動
の場を通じ、情報発信したほか、利用会員・
協力会員講習会については、その開催に当た
り、受講しやすいスケジュール設定に努め
た。
・協力会員連絡会やサブリーダー会等の機会
を通じ、協力会員が実践的な知識を習得し、
その内容を会員相互に共有することにより、
協力会員全体のスキルアップを図った。
・国の幼児教育無償化の対象事業となったこ
とを受け、情報収集に努めた。
※（　）内は、31年度の量の見込み

・会員の増加に繋がる効果的な周知方法に
ついて検討する必要がある。
・幼児教育無償化への対応を遅滞なく行う
必要かある。

　安定した受入体制を整えるため保育士確
保が課題である。

8

子ども
未来センター

ファミリー・サ
ポート・センター
事業

10

１号認定の在園児および在宅児の一時預かり
を実施する施設に対して補助を行う。

・広報あきたやホームページ、ＳＮＳ等を活
用し、幅広い年代の方々への周知に努める。
・協力会員講習会のカリキュラムの見直し
（国要綱の改正への対応）
・幼児教育無償化（令和元年10月開始）に対
応した事業運営体制を整備する。

一時預かり事業

－3－



指標
25年度末
実績値
（参考）

31年度末目標値
（地域子ども・子育
て支援事業は各年度

の確保数）

30年度末
実績値

30年度の取組状況
達成率
(％)

評価 目標達成に向けた課題 令和元年度の取組予定 担当課

基本目標
｜

施策
｜

取組・事業

14
地域子育て支援
ネットワーク事業

地域主導で事業を推進し
ている地域数

５地域 ７地域 ７地域

(子ども未来センター）
地域子育て支援ネットワーク代表者会議およ
び研修会を開催した。
（各市民サービスセンター）
７地域において、子育て支援ネットワーク連
絡会および研修会を開催した。

100.0% Ｓ －

今後も地域地域主導による子育て支援活動を
継続できるよう、以下の支援を継続する。
(子ども未来センター）
地域子育て支援ネットワーク代表者会議およ
び研修会を開催する。
（各市民サービスセンター）
７地域において、子育て支援ネットワーク連
絡会および研修会を開催する。

子ども
未来センター

①子育て情報誌の発行部
数

9,000部 20,000部 20,000部
関係機関の窓口および在宅子育てサポート
クーポン券申請時を活用し、子育て家庭に配
布した。

100.0% Ｓ －
教育・保育施設入所家庭への配布、関係機関
の窓口等に設置、および在宅サポートクーポ
ン券申請時を活用し子育て家庭に配布する。

②ＨＰアクセス件数 99,156件 160,000件
199,119件

総127,205件
未 71,914件

各種手続き・事業紹介、イベント情報、育児
サークル、地域の子育て支援等の情報を提供
した。

124.4% Ｓ －
時期を逸することなく、子育て家庭が求める
情報を発信する。

施
策
1-3

利用者数：低学年 1,024人
1,664人

(1,413人）
1,212人

保護者が労働等により昼間家庭にいない児童
に対し、放課後等に適切な遊び、および生活
の場を与えて、その健全な育成を図るため、
放課後児童クラブを実施している民営の43ク
ラブに運営を委託し1,592人（うち低学年は
1,212人）が登録した。

72.8%
(85.8%)

Ａ

利用者数：高学年 246人
416人

（337人）
380人

保護者が労働等により昼間家庭にいない児童
に対し、放課後等に適切な遊び、および生活
の場を与えて、その健全な育成を図るため、
放課後児童クラブを実施している民営の43ク
ラブに運営を委託し1,592人（うち高学年は
380人）が登録した。

91.3%
(112.8%)

Ｓ

2
放課後子ども教室
推進事業

（事業アンケート）
放課後子ども教室の行
事・活動内容への満足度

97%
(28年度)

100% 91.7%

全小学校区を網羅した42の放課後子ども教室
において、放課後の子どもたちに、健全な遊
びの場と様々な体験、交流、学習の機会を提
供しながら、安全・安心な子どもの居場所を
提供した。

91.7% Ａ

子どもの興味・関心のある事業・活動を実
施する必要がある。
　保護者に、利用の趣旨を放課後児童クラ
ブと混同されることがあるため、理解を深
める必要がある。

　子どもの興味を引く工夫を凝らした行事を
実施するなど、子どもへの効果等を意識した
行事を実施し、体験・交流活動の機会を充実
させる。
　就学前の児童含む保護者に対し、放課後子
ども教室の利用について、放課後子ども教室
の制度を理解してもらうためのチラシを配布
するほか、ホームページや広報あきた等で周
知する。

子ども育成課

3
児童厚生施設整備
事業

（事業アンケート）
児童館等の施設・環境に
対する満足度

74.9%
(29年度)

100% 69.3%
全小学校区を網羅した42の児童館等の施設お
よび環境を維持するため、104件の小破修繕を
実施し、安心安全な環境づくりに努めた。

69.3% Ｂ

今後、ますます施設の老朽化が進むことが
予想されるため、大規模修繕も含め秋田市
公共施設等総合計画に基づき整備を行って
いく必要がある。
　13の児童館に備え付けているＡＥＤの耐
用年数が更新推奨年数である７年を経過
し、更新する必要がある。

　今年度は、施設の使用に支障がないよう小
破修繕を行うとともに、２児童センター（明
徳、飯島）の大規模修繕および１児童館（広
面）の移転改築に向けた土地の取得および造
成工事を行い、児童が安心安全に利用ができ
るよう整備を行う。
　ＡＥＤの更新について、計画的な整備に努
める。

子ども育成課

子育て支援情報の
提供

15

1
放課後児童健全育
成事業【再掲】

　令和２年度から、児童一人あたりの面積
要件が変更(1.25m→1.56m)になることか
ら、待機児童の発生が見込まれる。

　新規クラブ創設に向け、社会福祉法人など
の関係団体に働きかける。

子ども育成課

子ども
未来センター、
子ども総務課

放課後児童対策の充実

－4－



指標
25年度末
実績値
（参考）

31年度末目標値
（地域子ども・子育
て支援事業は各年度

の確保数）

30年度末
実績値

30年度の取組状況
達成率
(％)

評価 目標達成に向けた課題 令和元年度の取組予定 担当課

基本目標
｜

施策
｜

取組・事業

施
策
2-1

①妊婦健診延べ受診回数 27,186人回 25,228人回 23,014回

妊娠中の疾病の早期発見・早期治療や健康管
理の意識向上を図るため、広報、ホームペー
ジ等により受診の必要性について周知を行っ
た。

91.2% Ａ

②産後１か月健診受診者
数

- 1,986人 1,862人
広報、ホームページ等により受診の必要性に
ついて周知を行った。 93.8% Ａ

2 両親学級
(事業アンケート)
講座の平均理解度

93.5％ 100% 97.7%
妊娠・出産・育児に関する知識の普及を図る
ため、年６回土曜日午後に開催した。 97.7% Ａ 引き続き理解度向上に努める必要がある。

妊娠・出産・育児に関する知識の普及を図る
ため、年６回開催する。

子ども健康課

3 妊産婦相談
(事業アンケート)
不安や悩みが解消された
人の割合

97.8％ 100% 100%
産後の不安を抱える者等に対し、参加者同士
の交流や情報提供、個別相談を行った。 100.0% Ｓ －

産後の不安を抱える者等に対し、参加者同士
の交流や情報提供、個別相談を行う。

子ども健康課

①乳幼児健診平均受診率 97.4％ 100% 97.6%
疾病の早期発見に努めるとともに、健診未受
診者に対して、個別通知や電話等により受診
勧奨等を行った。

97.6% Ａ 健診の必要性を周知するとともに未受診者
に対して受診勧奨を行う必要がある。

引き続き受診勧奨を行っていく。

②幼児歯科健診平均受診
率

88.9％ 90.0% 89.9%
歯科健診未受診者に対して、個別通知を送付
し受診勧奨を行った。 99.9% Ａ 健診の必要性を周知するとともに未受診者

に対して受診勧奨を行う必要がある。
引き続き受診勧奨を行っていく。

5
経過観察クリニッ
ク

対象者の参加率 86.7％ 100% 85.9%

幼児健康診査や電話相談等で児の発達につい
て相談のあった者に参加を促し、専門職種に
よる相談を行った。また、事後電話をし参加
後の状況確認を行った。

85.9% Ａ
欠席者に対して事後電話により状況を確認
し、心配事に沿った支援を継続的に行う必
要がある。

新規対象者がスムーズに参加できるよう努め
るとともに、他機関と連携した支援を行う。

子ども健康課

①開催回数：健康教育 47回 61回 65回 106.6% Ｓ

②開催回数：健康相談 49回 50回 40回 80.0% Ａ

　基本目標２　妊娠・出産期からの切れ目のない支援

子ども健康課
妊産婦健康診査
【再掲】

1
受診の必要性について周知を行うとともに、
未受診者の把握方法について検討する。

今後も継続的に受診の必要性を周知すると
ともに、未受診者の把握に努める必要があ
る。

地域からの要望をテーマに取り入れ健康教育
を行い、相談希望者に対して助言指導を行っ
た。

地域からの要望にそって実施する必要があ
る。

4

6 子ども健康課
健康教育・健康相
談

妊産婦・乳幼児に関する切れ目のない保健対策の充実

引き続き地域からの要望をテーマに取り入
れ、健康教育や健康相談を行う。

子ども健康課乳幼児健康診査
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指標
25年度末
実績値
（参考）

31年度末目標値
（地域子ども・子育
て支援事業は各年度

の確保数）

30年度末
実績値

30年度の取組状況
達成率
(％)

評価 目標達成に向けた課題 令和元年度の取組予定 担当課

基本目標
｜

施策
｜

取組・事業

①支援の必要な妊産婦へ
の訪問実施率

100％ 100% 88.2%
支援が必要な妊産婦に対し、訪問により必要
な支援や情報提供を行った。 88.2% Ａ

②乳幼児健診未受診者へ
の支援できた割合

85.3％ 100% 100.0%
健康診査未受診者に対し、訪問や電話により
必要な支援や養育状況の確認を行った。 100.0% Ｓ

①(事業アンケート)「理
解度」

99.7％ 100% 99.9% 99.9% Ａ

②むし歯のない３歳児の
割合

76.0％ 82.0% 83.5% 101.8% Ｓ

9 育児相談 延べ相談人数 30人 現状値より増加 32人
毎月広報により周知を行い、子育て家庭が孤
立しないよう、相談希望者に対し助言指導を
行った。

106.6% Ｓ －
子育て家庭が孤立しないよう、引続き育児支
援、情報の提供等を行う。 子ども健康課

10
秋田市親子よい歯
のコンクール

むし歯のない３歳児の割
合

76.0％ 82.0% 83.5%
前年度の３歳児健診においてむし歯のなかっ
た親子を表彰した。 101.8% Ｓ －

前年度の３歳児健診においてむし歯のなかっ
た親子を表彰する。

子ども健康課

11
乳児家庭全戸訪問
事業【再掲】

対象者数 2,237人 1,770人 子ども健康課

12
幼児フッ化物塗布
事業

２～５歳フッ化物塗布事
業平均受診率

51.5％ 77.9% 52.6%
２歳～５歳の幼児を対象に年１回の塗布を実
施した。また、フッ化物活用の啓発として、
塗布啓発講座を年３回開催した。

67.5% Ｂ 受診率の向上に向けて、周知に努める必要
がある。

個別通知により周知を行い、２歳～５歳の幼
児を対象に年１回の塗布を実施する。また、
フッ化物活用の啓発として、塗布啓発講座を
年３回開催する。

子ども健康課

①キッズ・ステップノー
ト活用施設率

78.4％ 100% 87.4
４歳児（年中児）を対象に、教育・保育施設
等を通じてノートを配布し、施設の健康診断
等で活用した。

87.4% Ａ

②相談事業参加者数 149人 現状値より増加 218
臨床心理士等による巡回相談、発達相談、電
話相談、３歳児健診時の相談を実施した。 146.3% Ｓ

①予防接種率：
麻しん風しん２期

98.1％ 100% 95.30% 95.3% Ａ

②予防接種率：二種混合 84.9％ 100% 92.90% 92.9% Ａ

15

【追加】
妊娠期からの相談
支援事業
（秋田市版ネウボ
ラ）

妊婦初回面接率
57.9%

（28年度）
68.1% 62.3%

母子保健コーディネーター等が妊娠届や転入
時に妊婦と面接を行い、個々の状況を把握
し、必要な相談支援を行った。

91.5% Ａ
子ども健康課以外で妊娠届を提出した妊婦
をネウボラへつなげるためのPRを強化する
必要がある。

庁内各部署や医療機関等と連携した周知を行
う。また、当課事業での面接や土曜日にネウ
ボラ窓口を開設することにより、面接率向上
を図る。

子ども健康課

16

【追加】
食生活学級
（産前・産後サ
ポート事業）

（事業アンケート）
「不安や心配事が解消さ
れた人」の割合

95.3％
（29年度）

100.0% 95.1%

講話や試食等により食事や歯に関する具体的
な指導や情報提供を行ったほか、教室終了後
に参加者同士が交流できるよう、グループ
ワークの時間を設けた。

95.1% Ａ 実施内容について検討するとともに、妊婦
相談の充実を図る必要がある。

家族への教育方法や内容を充実するととも
に、教室終了後のグループトークにおいて、
参加者同士の交流や悩みの共有を促すこと
で、不安や心配事の解消につなげる。

子ども健康課

17

【追加】
妊産婦交流
（産前・産後サ
ポート事業）

（事業アンケート）
「不安や心配事が解消さ
れた人」の割合

－ 100.0% 100.0%
産前・産後の不安を抱える者等に対し、参加
者同士の交流や情報提供、個別相談を行っ
た。

100.0% Ｓ －

対象者からの要望等をふまえ、事業内容の充
実を図るとともに、ネウボラ相談窓口等にて
個別に案内し、支援を必要とする妊婦が参加
できるよう周知していく。

子ども健康課

幼児発達支援事業

引き続き訪問や電話により必要な支援を行
う。

　保護者宛の個別通知や広報あきた等ほか、
保育施設へのリーフレット掲示依頼や就学時
健診時でのお知らせ配布などにより接種勧奨
を行った。
　なお、年度末には未接種者に対する個別通
知も送付している。
（実績値は平成29年度）

子ども健康課

対象者の把握に努め、適切な支援を行う必
要がある。

講話や実技指導等により歯や食事に関する具
体的な指導や情報提供を行った。

歯科保健に関する正しい知識の普及啓発に
努める必要がある。

8

13
ノートが施設での健康診断に活用できるよ
う、配布時期を考慮するともに、引き続き
相談事業を継続していく必要がある。

7 子ども健康課母子の訪問指導

むし歯予防教室
引き続き講話や実技指導等により具体的な指
導や情報提供を行う。

年度当初に教育・保育施設にノートを配布す
るとともに、臨床心理士による巡回相談、発
達相談等を実施する。

引き続き各予防接種の接種勧奨通知を実施
し、接種率の向上を目指す。

健康管理課予防接種事業

子ども健康課

・幅広く周知を図り、必要に応じて予防接
種を受けるよう働きかけること。
・接種対象者について接種状況を把握し、
受け忘れがないよう再度の接種勧奨を行う
こと。

14
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指標
25年度末
実績値
（参考）

31年度末目標値
（地域子ども・子育
て支援事業は各年度

の確保数）

30年度末
実績値

30年度の取組状況
達成率
(％)

評価 目標達成に向けた課題 令和元年度の取組予定 担当課

基本目標
｜

施策
｜

取組・事業

施
策
2-2

1 離乳食教室
(事業アンケート)
「不安や心配事が解消さ
れた人」の割合

95.2％ 100% 95.2%
講話や試食等により月齢に適した離乳食の進
め方や育児、歯に関する具体的な指導や情報
提供を行った。

95.2% Ａ 引き続き事業内容の充実について検討する
必要がある。

育児相談の充実を図るとともに、会場の設営
方法を見直し、より聴講しやすい教室づくり
に努める。

子ども健康課

2 幼児食教室
(事業アンケート)
「不安や心配事が解消さ
れた人」の割合

75.9％ 100% 77.6%
食事や歯に関する講話のほか、食育体験学習
や運動実技指導等により具体的な指導や情報
提供を行った。

77.6% Ｂ 不安の解消に向け、事業内容や実施方法に
ついて検討する必要がある。

育児相談の充実を図るとともに、講話内容を
見直し、参加者の不安や心配事の解消に努め
る。

子ども健康課

3
保育所の給食を通
した食育支援

(事業アンケート)
食育やアレルギー対応な
ど食育支援の満足度

- 100%
97.7%

(29年度)

食育に関しては、野菜等の栽培、収穫を行
い、アレルギー対応としては、除去食の実施
や別の献立での対応をした。

97.7% Ａ
野菜の収穫等の食材に直接触れて体験でき
る食育の機会を増やすことや、保護者の方
にもわかりやすいようにアレルギー対応を
行っていく必要がある。

引き続き、野菜の栽培、収穫等や除去食等の
アレルギー対応を実施する。

子ども育成課

4
保育所調理師クッ
キング教室の実施

開催回数(年間) ３回 ３回 ３回 ３回実施し、親子２９組の参加があった。 100.0% Ｓ －
引き続き、実施回数３回、各回の募集組数
１０組で実施する。

子ども育成課

①食育に関する学校訪問
数

９校 10校 6校

　各教科等の学習、学校給食、家庭生活にお
けるそれぞれの取組を関連付けながら、食育
を通して身に付けさせたい力の定着を図るこ
とができるよう、学校訪問や研修を通して周
知に努めた。

80.0% Ａ 　各教科との関連を図るなど計画的・組織
的な取組を継続すること。

　望ましい食生活を営む力を身に付けること
ができるよう、学校訪問における指導や研修
を通して、食事の大切さを理解させるととも
に、食育ネットワークを活用した学校間の連
携を推進する。

②食育にかかる教職員研
修会の講座数

２講座 ３講座 ３講座 100.0%

6

【追加】
食生活学級
（産前・産後サ
ポート事業）【再
掲】

（事業アンケート）
「不安や心配事が解消さ
れた人」の割合

95.3％
（29年度）

100.0% 95.1%

講話や試食等により食事や歯に関する具体的
な指導や情報提供を行ったほか、教室終了後
に参加者同士が交流できるよう、グループ
ワークの時間を設けた。

95.1% Ａ 実施内容について検討するとともに、妊婦
相談の充実を図る必要がある。

家族への教育方法や内容を拡充するととも
に、教室終了後のグループトークにおいて、
参加者同士の交流や悩みの共有を促すこと
で、不安や心配事の解消につなげる。

子ども健康課

施
策
2-3

1
市立秋田総合病院
における小児科初
期診療部門の周知

(ニーズ調査)
市立病院小児科初期診療
部門の認知率

※
94.0％

95.0% 90.4%

小児科救急外来について、秋田市子育て情報
ＨＰや秋田市子育て情報誌、母子手帳、秋田
市オリジナル父子手帳等に掲載し、周知を
行った。

95.2% Ａ 新たな周知方法を検討する。
引き続き、秋田市子育て情報ＨＰや秋田市子
育て情報誌、母子手帳、秋田市オリジナル父
子手帳等に掲載し、周知に努める。

子ども総務課

2
未熟児養育事業
（医療の給付）

申請に基づき給付
申請に基づき
給付(109人)

申請に基づき給付 99人
申請に基づき入院が必要となる未熟児に、医
療費の給付を行った。 100.0% Ｓ －

引き続き、申請に基づき入院が必要となる未
熟児に、適切な医療費の給付を行う。

子ども健康課

3
小児慢性特定疾病
支援事業

申請に基づき給付
申請に基づき
給付(357人)

申請に基づき給付 384人
申請に基づき、対象疾病に罹患する児童等に
対して医療費を給付した。 100.0% Ｓ －

引き続き、申請に基づき、対象疾病に罹患す
る児童等に対して医療費を給付する。

子ども健康課

　※　№１「市立秋田総合病院における小児科初期診療部門の周知」の25年度末実績値は、回答者における比率での比較を行うため、平成29年度中間評価時、無回答者を除いた値に修正しています。

食育の充実

小児医療等体制の充実

学校等における食
育の推進

学校教育課5

－7－



指標
25年度末
実績値
（参考）

31年度末目標値
（地域子ども・子育
て支援事業は各年度

の確保数）

30年度末
実績値

30年度の取組状況
達成率
(％)

評価 目標達成に向けた課題 令和元年度の取組予定 担当課

基本目標
｜

施策
｜

取組・事業

施
策
3-1

1
動物とのふれあい
や飼育体験等の機
会の提供

「入園者数」に対する
「体験学習・職場訪問、
なかよしタイム、ふれあ
い教室の参加利用者と教
職員等研修者数」の割合

19.8％ 16.4% 16.4%
時間設定を検討するなどした結果、「なかよ
しタイム」、「ふれあい教室」の参加利用者
が増加した。

100.0% Ｓ －

平成３０年度の結果を再検証し、なかよしタ
イムの時間設定をより利用しやすいよう検討
するほか、個別依頼への細やかな対応と需要
に応じた供給体制の整備を目指す。

大森山動物園

2
社会教育施設を活
用した体験活動機
会の提供

延べ参加者数 12,256人 14,000人 20,192人

家庭、地域、学校、社会教育施設が連携し、
遊び、スポーツ、レクリエーション等を通じ
た活動により、子どもたちに様々な体験活動
の場を提供し、健全育成を図った。

144.2% Ｓ －

家庭、地域、学校、社会教育施設が連携し、
遊び、スポーツ、レクリエーション等を通じ
た活動により、子どもたちに様々な体験活動
の場を提供し、健全育成を図る。

生涯学習室

3
保育士体験事業の
受入れ

参画施設数 12施設 85施設 73施設
市内７３施設で体験学習等の受入れを行った
うち、公立保育所においては、市内の小中学
校および高校から８６名を受け入れた。

85.8% Ａ 参画施設数を増やし、前年度以上の受入れ
を目指す。

引き続き、実習、体験学習等の受け入れを実
施し、未実施の施設については協力を求め
る。

子ども育成課

各校の取組状況を確認し、
①～③を継続実施する。

①中学校文化フェスティバル

②中学生サミット

③学校群合同体験活動

5
子どもの読書活動
の推進

０歳～18歳の年齢人口に
対する登録者の割合

13.0％ 15.0% 0.14
０～18歳実利用者数6,070人
０～18歳秋田市人口43,485人 93.3% Ａ

平成30年5月から開始した通帳型「読書の
記録帳」について、新たに幼稚園や保育園
に入園する幼児や小学生になる1年生を対
象に施設に周知をお願いするなど、継続的
に実施している事業を、時期に合わせて周
知していくとともに、読書の記録帳の利用
対象を中学生までに拡大するなど、余暇時
間が少なくなる中・高生が図書館に足を運
び新規利用者となるような取組みを検討す
る。

「読書の記録帳」事業を紹介するチラシを幼
稚園、保育園、小学校に配布しまた、各種広
報で周知する。

中央図書館明徳館

子ども読書活動推
進事業

市立小中学校全校で図書
室の整理および児童生徒
の調べ学習への協力

100％ 100% －

取組みとして掲示していた「学校図書館サ
ポーター事業」が平成30年度より「学校司書
配置事業」となり、担当課が学校教育課に替
わりましたので、図書館から計上しません。

－ － － － 中央図書館明徳館

学校司書配置事業

　市立小中学校全校で学
校図書館の環境整備およ
び児童生徒の読書活動や
学習活動への支援

100％ 100% 100%
　秋田市内全小・中学校に学校司書を派遣
し、学校図書館の環境整備や読書活動や学習
活動の支援を図る。

100.0% Ｓ
　子どもの読書活動や学習活動の充実が一
層、図られるよう、学校司書を増員するこ
と。

　学校司書２０人を市立小・中学校に配置
し、各校の学校図書館の環境整備や読書活動
の一層の充実、調べ学習の支援を行う。

学校教育課

7
ブックスタート推
進事業

年間延べ開催回数 ７３回 ３００回 ３３５回

図書館等１９か所において、絵本およびブッ
クスタートマニュアル本等を収納したブック
スタートパックを配布するとともに、職員等
が絵本の読み聞かせを行った。３０年度は987
組にブックスタートパックを配布した。

111.7% Ｓ － 参加率の向上を目指し、更なる周知に務め
る。

子ども育成課

8
精神保健福祉相
談・教育事業

相談件数・参加者数 2,737件
中間値（2,970件）

より増加
3,132

心の健康の保持に係る相談に応じ、正しい知
識や対処方法について助言・指導をした。ま
た、若者の心理に関する研修会を実施すると
ともに、若者向けパンフレットを作成し、配
布した。
(現時点の数字です。4/24には確定する予定で

105.5% Ｓ －
「秋田市民の心といのちを守る自殺対策計
画」のスタートキャンペーン等を通じ、相談
窓口の周知を図る。

健康管理課

6

「はばたけ秋田っ
子」教育推進事業

100%

　基本目標３　次代を担う子ども・若者の育成支援の充実

4

子どもの生きる力の育成に向けた教育環境等の整備

①地域に貢献する活動を継続するとともに、
子ども主体の活動を推進していく。
②10グループのべ35校（小学校24校、中学校
11校）で実施する。

100％ Ｓ 学校教育課100.0%100%

①中学校文化フェスティバルのポスター募集
を実施するとともに各校の特色を生かしたス
テージ発表を行った。
②地域貢献をねらいとした子ども主体の活動
に取り組んだ。
③11グループ、のべ38校（小学校27校、中学
校11校）で実施した。

－8－



指標
25年度末
実績値
（参考）

31年度末目標値
（地域子ども・子育
て支援事業は各年度

の確保数）

30年度末
実績値

30年度の取組状況
達成率
(％)

評価 目標達成に向けた課題 令和元年度の取組予定 担当課

基本目標
｜

施策
｜

取組・事業

9
スクールカウンセ
ラー配置事業

適切な相談活動 100％ 100% 100%
　スクールカウンセラーの効果的な活用につ
いて学校訪問や研修等で周知を図った。 100.0% Ｓ －

　学校訪問や教職員研修、生徒指導連絡協議
会等でスクールカウンセラーの効果的な活用
について情報交換を行い、さらに積極的な利
用を促す。

学校教育課

10
「心の教室相談
員」配置事業

適切な相談活動 100％ 100% 100%
　生徒や保護者が気軽に相談できるよう、学
校職員とは異なる教職経験者による相談活動
を行った。

100.0% Ｓ －
　児童生徒、保護者、学校が安心して相談で
きる関係づくりを継続していく。

学校教育課

11 思春期講座 講座実施回数 ２回 ２回 ２回 学校と連携し、小学校１校、中学校１校に対
して実施した。 100.0% Ｓ － 小学校１校、中学校１校で実施する。

子ども
未来センター

12
小学校フッ化物洗
口事業

１２歳児１人あたりのむ
し歯本数

1.5本 0.7本 0.6本

市立小学校41校で週１回（年間35回）、フッ
化洗口を実施した。
・参加児童数　12,870人（在籍児童の
92.6％）

100.0% Ｓ － 継続して実施する。 学事課

13
小・中学校情報教
育環境の整備

教育用コンピューター１
台あたりの児童生徒数

7.8人 6.5人 6.7人
小学校41校へ575台の教育用コンピューターを
配布した。 97.0% Ａ 目標達成に向け、今後も事業を継続してい

くことが必要と考えられる。
継続して実施する。 学事課

①学習指導にかかる学校
訪問数

全市立小中
学校

全市立小中学校 100% 100.0% Ｓ －

②学習指導にかかる教職
員研修会の実施

100％ 100% 100% 100.0% Ｓ －

15
学校評議員活用事
業

１校あたりの活用回数 4.2回 4.2回 5.2回
　学校と地域の絆がいっそう深まるように、
会議を充実させるとともに学校関係者評価の
実施にあたり、学校評議員を活用した。

100.0% Ｓ －
　学校と地域が一体となって教育活動を推進
できるよう、学校運営協議会制度の効果的な
運用を支援する。

学校教育課

16 通学区域の弾力化 適正処理率 100％ 100% －
指定学校変更申立申請（643件）を受付し、適
正に処理した。 100.0% Ｓ －

就学に関する相談を随時実施し、児童生徒な
らびに心身の安全確保などに極力配慮して、
通学区域制度を弾力的に運用していく。

学事課

　新指導要領全面実施に向け、各校の実情似
応じた授業改善と学習指導の充実が図られる
よう学校訪問を通して支援を行うとともに教
職員研修の充実を図る。

学校訪問指導、教
職員研修会の充実

①全市小中学校を訪問し、各校の支援に努め
た。
②教職員の指導力向上につながる研修の充実
を図った。

学校教育課14
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指標
25年度末
実績値
（参考）

31年度末目標値
（地域子ども・子育
て支援事業は各年度

の確保数）

30年度末
実績値

30年度の取組状況
達成率
(％)

評価 目標達成に向けた課題 令和元年度の取組予定 担当課

基本目標
｜

施策
｜

取組・事業

施
策
3-2

1
児童家庭相談、女
性相談

相談件数 4,625件 8,000件 8,411件

定期的な街頭キャンペーンやＳＮＳ等を活用
し、相談窓口の周知に努めるとともに、相談
員の資質向上のため、研修会などを実施し
た。

105.1% Ｓ －

増加している児童家庭相談や児童虐待の早期
発見・早期対応のために、秋田市子ども家庭
総合支援拠点を設置し専門職員を増員した。
また、女性相談専用電話を開設するなど体制
強化を図るとともに、相談員の資質向上に努
めていく。

子ども
未来センター

2 家庭教育相談事業 相談件数 928件 1,000件 443件

乳幼児期の心身の発達（しつけ、ことば、情
緒、社会性など）や在学少年の家庭教育上の
相談に対し、電話と面接によりアドバイスを
行った。

44.3% Ｃ
少子化の影響により、相談者が減少傾向に
あることから、さらに事業の周知に努め
る。

乳幼児期の心身の発達（しつけ、ことば、情
緒、社会性など）や在学少年の家庭教育上の
相談に対し、電話と面接によりアドバイスを
行う。

生涯学習室

3 乳幼児学級等 延べ参加者数 3,546人 3,600人 3,283人
乳幼児とその保護者を対象に、交流を深めな
がら子育てや家庭教育のあり方について学習
する機会を提供した。

91.2% Ａ
共働き世帯の増加や少子化の影響により、
乳幼児学級などの参加者が減少傾向にある
ことから、開催時期や開催時間等を工夫す
る必要がある。

乳幼児とその保護者を対象に、交流を深めな
がら子育てや家庭教育のあり方について学習
する機会を提供する。

生涯学習室

4 家庭教育学級
市民サービスセンター等
における実施回数

65回 70回 27回
子どもを持つ親や祖父母を対象に、親子や家
族のふれあいの大切さや子どもの健全育成等
について学習する機会を提供した。

38.6% Ｃ
共働き世帯の増加や少子化の影響により、
家庭教育学級数が減少していることから、
事業内容等について工夫する必要がある。

子どもを持つ親や祖父母を対象に、親子や家
族のふれあいの大切さや子どもの健全育成等
について学習する機会を提供する。

生涯学習室

5
親のためのセミ
ナー

延べ参加者数 77人 80人 58人

　様々な状況の方が参加できるよう開催日程
を工夫するなどしたが、子どもの体調等によ
る欠席も多く、目標値に達することができな
かった。

72.5% Ｂ 　参加予定者の子どもの体調等により欠席
する場合が多い。

　在宅の子育て、育休中、就労中など、対象
者の状況に応じた参加しやすい日程および日
数を考慮し、セミナーを開催する。

生活総務課

6
放課後子ども教室
推進事業【再掲】

児童育成クラブの活動回
数

2,637回 2,772回 2,107回

児童館運営委員会や、児童育成クラブ（38教
室、558名）のほか、地区民生児童委員等様々
な地域住民の協力を得ながら運営した。
子ども教室行事の手伝いや日常の子どもたち
の活動の見守りのほか、施設の環境整備な
ど、地域住民の方々が子ども教室の有力なサ
ポーターとしての役割を果たした。

76.0% Ｂ

　児童育成クラブの会員の高齢化やなり手
不足などの課題もあり、児童館運営委員会
や児童育成クラブ世話人連絡協議会の場を
活用しながら、協力体制の強化に努めてい
く必要がある。

児童館ごとに委嘱している児童館運営委員会
（平成31年３月１日現在：34運営委員会、委
員数455名）、地域のボランティア組織である
児童育成クラブ（平成31年３月１日現在：38
クラブ、世話人数551人）のほか、地区民生委
員等、様々な地域住民の協力を得ながら運営
する。

子ども育成課

7
子ども会世話人の
活動支援

組織率 74.1％ 80.0% 18.1%
子ども会活動を安心して行うため、全国子ど
も会安全共済の加入促進を図り、185団体
4,626人が加入した。

18.1% Ｃ

市内の単位子ども会を統括する秋田市子ど
も会育成連絡協議会が解散したことによ
り、子ども会相互の交流を促進するととも
に地域団体等との連携により様々な体験活
動の機会を創出することが困難な状況にあ
る。

子ども会活動を安心して行うため、全国子ど
も会安全共済の加入促進を図る。
市内の単位子ども会を統括する組織づくりに
向け、秋田県子ども会育成連合会等と協議す
る。

子ども育成課

8
子ども会活動の表
彰

表彰団体等数 ４ ９ ６
子ども会３団体３個人の業績を顕彰し、今後
の活動を奨励しました。 66.7% Ｂ

年々会員数や行事等が少なくなってきてお
り、それに伴って表彰の推薦が減ってきて
いる。

優良子ども会や子ども会世話人の業績を顕彰
し、今後の活動を奨励する。

子ども育成課

家庭や地域の教育力の向上
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指標
25年度末
実績値
（参考）

31年度末目標値
（地域子ども・子育
て支援事業は各年度

の確保数）

30年度末
実績値

30年度の取組状況
達成率
(％)

評価 目標達成に向けた課題 令和元年度の取組予定 担当課

基本目標
｜

施策
｜

取組・事業

9 世代間交流事業 延べ参加者数 1,597人 1,600人 1,269人
子どもを持つ親や祖父母を対象に、親子や家
族のふれあいの大切さや子どもの健全育成等
について学習する機会を提供した。

79.3% Ｂ 事業の内容や周知方法を工夫し、参加者増
に努める。

餅つきや昔遊び、伝承活動などの体験を通し
て、子どもと高齢者がふれあう機会を提供す
る。

生涯学習室

10
老人保健福祉月間
における小学生の
取組

作品応募数
３小学校から

68作品
３小学校から

60作品
59作品

下浜小学校、御所野小学校、旭南小学校の３
校に対し標語の募集を行い、第一席１作品、
入選９作品を選出した。

98.3% Ａ 老人保健福祉月間の周知を図るため、継続
してＰＲをすること

引き続き市内３小学校から標語の募集を行
う。
また、広報等を通じて老人保健福祉月間のＰ
Ｒを図る。

長寿福祉課

11 幼児スポーツ教室
参加施設数(幼稚園・保
育所等)

44施設 50施設 43施設
10月から12月まで、計10回の教室を実施し
た。教室を委託し、毎年好評を得ているトラ
ンポリンを継続して実施した。

86.0% Ａ

教室の開催が10月から12月の寒い時期であ
ることから、幼稚園関係者から、もう少し
早い時期に開催ができないものかとの要望
があり、施設の空き状況も含め検討を要す
る。

幼児たちが様々なスポーツを体験すること
で、その楽しさを実感できるプログラムによ
る教室を引き続き実施する。

スポーツ振興課

12
総合型地域スポー
ツクラブの設立支
援と育成

総合型地域スポーツクラ
ブ数

14クラブ 23クラブ 14クラブ
本市が主催する各種スポーツ教室の開催にあ
たり、総合型地域スポーツクラブへ講師を依
頼し、連携した取組を行った。

60.9% Ｂ

本市では、すでに地区体協ごとの活動が盛
んである現状に加え、新たにクラブを立ち
上げる場合、地元での活動場所の確保が難
しい現状がある。
そのため、秋田市体育協会等、各種スポー
ツ関連団体との連携をさらに密にしなが
ら、新規クラブの設立支援、運営等に対す
る指導・助言を行うとともに、会場確保に
対しても支援していく必要がある。

各種スポーツ教室を一括して委託することに
より、幼児から高齢者まで、幅広い年代層の
スポーツに関するニーズを直接聞くことで、
総合型地域スポーツクラブの課題解決のため
のノウハウを習得させ、新たなクラブの設立
に向けた取り組みを促進する。

スポーツ振興課

13
スポーツ少年団の
育成・支援

スポーツ少年団への加入
率

25.1％ 26.0% 24.0%

スポーツ少年団本部と連携をして、年２回の
スポーツ少年団のづどいを開催するなど、普
段の団活動では体験できないスポーツにチャ
レンジした。

92.3% Ａ 団員数は横ばい傾向であるが、単一学校で
は、存続でない種目（団活動）がある。

年２回のスポ少のつどいは、継続して実施す
る。
また、存続ができない団については、隣接す
る学校などと合同による大会参加を認めるこ
とにより、子どもたちが、自分好きなスポー
ツを続けられるよう配慮する。

スポーツ振興課

14
学校体育施設の開
放事業

スポーツ少年団の年間利
用者数

399,502人 410,000人 316,593人
効率的な利用を促進し、多くのスポーツ少年
団が、身近な学校体育施設を活用し、健康と
体力づくりに取り組めるよう努めた。

77.2% Ｂ
団活動に特化することなく、世代を越えた
地域の人とふれ合うことにより、生涯ス
ポーツ社会の実現に向けた地域の絆づくり
を推進する必要がある。

団活動はもちろんのこと、スポーツ推進員の
協力による開放日のスポーツ教室に参加を促
すなど、地域ぐるみでスポーツに親しめるよ
う支援する。

スポーツ振興課

15
民生委員・児童委
員活動推進事業

相談件数(子どもに関す
ること)

5,126件 6,988件 4,513件

児童委員・主任児童委員研修会をはじめ、資
質向上のための各種研修などを通じた民生委
員・児童委員活動の支援、市民向けの広報活
動を継続して実施し、子どもに関する相談支
援の充実を図った。

64.5% Ｂ
・市民からの民生委員・児童委員、主任児
童委員の理解を深める。
・民生委員・児童委員および主任児童委員
の、資質を高める。

引き続き、市民向けの広報活動を実施し、子
育て家庭の身近な相談員としての支援を充実
させる。また、児童委員・主任児童委員研修
会の開催や、委員の資質向上のための各種研
修を継続して実施し、地域での子育て支援活
動の充実を図る。

福祉総務課
地域福祉推進室
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指標
25年度末
実績値
（参考）

31年度末目標値
（地域子ども・子育
て支援事業は各年度

の確保数）

30年度末
実績値

30年度の取組状況
達成率
(％)

評価 目標達成に向けた課題 令和元年度の取組予定 担当課

基本目標
｜

施策
｜

取組・事業

施
策
3-3

1
情報モラル指導の
充実

適切な資料の提供 適切な提供 適切な提供 適切な提供

「情報教育主任研修会」や「ＬＩＮＥ等によ
るネットトラブルの未然防止に向けた協議
会」等を通して資料を提供し、啓発活動に努
めた。

100.0% Ｓ －

　「情報教育主任会」や「ＬＩＮＥ等による
ネットトラブルの未然防止に向けた協議会」
作成の啓発資料の提供などを通して学校と家
庭が連携を図った取組を継続する。

学校教育課

2 環境浄化活動 巡視回数 61回 60回 57回
地区少年指導委員会が、それぞれの地域実情
に応じた巡視活動を実施した。 95.0% Ａ 各地域における有害環境の浄化活動には、

情報収集が必要である。

秋田市管内警察署や関係団体と情報を共有
し、連携強化を図るとともに、それぞれの機
関・団体が１つになった取組を実施する。

少年指導センター

3 街頭巡回指導 巡回指導回数 109回 110回 103回

毎月の定例巡回のほか、観桜会や竿燈などの
本市のイベントに合わせて実施する特別巡
回、また、各地域における祭や学校行事など
での地区巡回を実施した。

93.6% Ａ
定例、特別巡回については、ほぼ年間の回
数が決まっているので、地区巡回の実施回
数を増やすよう、各地区少年指導委員会に
理解を求める。

これまでの街頭巡回指導を継続する。 少年指導センター

4 少年相談活動 わかくさ相談電話件数 47件 50件 18件
相談専用電話により、少年に関わる様々な心
配ごとに対し、専任の相談員が対応したほ
か、来所相談にも応じた。

36.0% Ｃ

年々、行政機関や各種団体等において、
様々な問題に対応する相談窓口が増加して
いる。これにより、電話相談等も各関係機
関等に分散されていることから、わかくさ
相談電話の更なる周知が必要である。

引き続き、ＰＲグッズの活用や新聞、広報、
ＳＮＳなどにより周知するとともに、あらた
な広報ＰＲの方法を検討する。

少年指導センター

5
青少年健全育成広
報活動

広報啓発回数 １回 １回 １回
少年指導センターだより「わかくさ」第１５
号を発行した。 100.0% Ｓ －

少年指導委員広報部会との連携を図り、より
良い紙面づくりに努め、「わかくさ」第１６
号を発行する。

少年指導センター

6
地区少年指導委員
会活動

研修会の回数 11回 14回 11回
地区指導委員会が主体となった研修会を開催
したほか、各地区の関係機関・団体との連
携、協力体制の強化に努めた。

78.6% Ｂ

関係機関等との連携や協力体制において、
単体でのキャンペーンやあさいさつ運動な
どは、合同で開催するまでに至っている。
これを機に、各地区のイベント情報を発信
する方策を検討する必要がある。

少年指導委員のスキルアップのため、研修会
を引き続き実施する。また、各地域でのイベ
ント情報を発信し、事業内容を共有すること
で、合同でのイベント開催となるよう連携強
化を図る。

少年指導センター

青少年健全育成活動の推進
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指標
25年度末
実績値
（参考）

31年度末目標値
（地域子ども・子育
て支援事業は各年度

の確保数）

30年度末
実績値

30年度の取組状況
達成率
(％)

評価 目標達成に向けた課題 令和元年度の取組予定 担当課

基本目標
｜

施策
｜

取組・事業

施
策
3-4

1
若年者就業支援事
業

高校生就職率 99.5％ 100.0% 95.1%
高校生を対象とした就職支援講座を開催し
た。 95.1% Ａ ー

今年度も引き続き、高校生就職支援講座を実
施し、早期離職の抑制および地元定着を進め
ていく。

企業立地雇用課

2
あきた結婚支援セ
ンターとの連携に
よる結婚支援

あきた結婚支援センター
登録会員数(秋田市民)

749人 950人 582人

シングルズカフェ秋田参加者を対象に、登録
料の半額補助を行ったほか、広報番組等であ
きた結婚支援センターについての周知を行っ
た。

61.3% Ｂ あきた結婚支援センターの活動内容が知ら
れていないこと。

引き続き、シングルズカフェ秋田の参加者に
対する会員登録料補助チラシの配布や広報あ
きた等により、あきた結婚支援センターの周
知を行う。

子ども総務課

①秋田市女性公職参画率 32.7％ 50% 31%

　改選期に女性の登用を働きかけるなどした
結果、30年度に女性委員が増加した審議会は
25、減少した審議会は19となったものの、委
員総数が全体で10人減、女性委員の総数が21
人減となり、女性の割合が低下した。特定分
野に女性のリーダーが少ないことなどから、
女性の参画率の低下が続いている。

62.6% Ｂ

②女性委員のいない審議
会の数

１８ ０ 16

　改選を迎える審議会等に対し、女性委員の
登用を働きかけてきた結果、新たに女性委員
を登用した審議会が１増となったが、異動な
どにより、女性委員が一人もいない審議会が
２増となり、結果として１審議会の増となっ
た。

11.1% Ｃ

4
父親の育児参加の
啓発

情報提供回数 ６回 36回 30回
「親子のふれあい広場」事業や「親子DEう
たっチャオ」「ハッピーホリディわくわくタ
イム」に父親の参加を働きかけた。

83.3% Ａ 父親参加の講習会を開催するなど、情報提
供の機会を増やす必要がある。

父親が子どもへの関わり方を学ぶことで前向
きに育児と向き合えるよう、父親参加の「ベ
ビーマッサージ講習会」を開催する。

子ども
未来センター

5 両親学級【再掲】
(事業アンケート)
講座の平均理解度

93.5％ 100% 子ども健康課

6

【追加】
ふたりの出会い応
援事業
（シングルズカ
フェ秋田）

あきた結婚支援センター
登録会員における婚姻数
（秋田市民）

64人
（28年度）

94人 41人

独身男女の出会いの場の提供に加えて魅力
アップ・会話力アップセミナー、映画鑑賞な
どを取り入れ、交際・結婚に繋げてもらうよ
う支援した。

43.6% Ｃ 結婚支援センターの会員登録者数が減少し
ていること。

独身男女の出会いの場の提供は継続して実施
する中で、会員登録料補助や結婚支援セン
ターの活動について周知を行うなど、結婚支
援センターの会員登録者の増加に繋げる

子ども総務課

7
【追加】
アンダー３５正社
員化促進事業

正規雇用転換者数
252人

（28年度）
1,200人

（30年度まで）
914人

40歳未満の非正規雇用者を正規雇用転換した
企業から補助金交付申請を236社914人分
（※）受付した。（※）31年5月31日まで変動
あり

76.2% Ｂ 市内企業に対して制度のさらなる周知を図
ること。

医療福祉関係や建設・運輸業など特に人手不
足が課題となっている業種のほか、利用実績
の少ない金融関係をターゲットとした事業Ｐ
Ｒに努めるなど、さらなる周知を図ってい
く。

企業立地雇用課

男女共生意識の啓
発

　審議会の女性登用率を上げることが必要で
あるという認識について、男女共生統括推進
者研修等を通じて強く伝えるほか、様々な機
会をとらえてはたらきかけていくこととす
る。

3 生活総務課

次代の親の育成

 あて職、または分野に極端に女性がいな
いため、達成の見込みがないという審議会
が多い。
　担当課において、審議会委員の候補者を
団体の代表だけでなく、広い視野で考慮す
る必要があることを、事務局が認識するこ
とも必要と考える。
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指標
25年度末
実績値
（参考）

31年度末目標値
（地域子ども・子育
て支援事業は各年度

の確保数）

30年度末
実績値

30年度の取組状況
達成率
(％)

評価 目標達成に向けた課題 令和元年度の取組予定 担当課

基本目標
｜

施策
｜

取組・事業

施
策
4-1

(ニーズ調査)
①認知度「名前も内容も
知っている」

※
16.5％

50.0% 37.6% 75.2% Ｂ

(ニーズ調査)
①努力度「努力してい
る」

※
58.8％

80.0% 60.6% 75.8% Ｂ

2
育児休業制度等の
周知および啓発

(秋田市労働実態調査)
育児休業制度規定事業所
率

- 86.0%
85.2%
（※）

育児休業等に関する情報を、HPに掲載するな
どの周知活動を行った。
（※）30年度実績値は、秋田県の労働条件等
実態調査による県央部の数値

99.1% Ａ ー
引き続きホームページやパンフレットで育児
休業制度等の周知を啓発していく。

企業立地雇用課

3
積極的に取り組む
企業の社会的評価

入札参加者資格審査にお
ける主観点の加点

申請に応じ
て加点

申請に応じて加点
申請に応じ

て加点

くるみん認定企業および秋田市元気な子ども
のまちづくり認定企業について、申請に応じ
て加点を行った。

100.0% Ｓ － 申請に応じて加点を行っていく。 子ども総務課

①秋田市女性公職参画率 32.7％ 50%

②女性委員のいない審議
会の数

18 ０

5

【追加】
元気な子どものま
ちづくり企業認
定・表彰制度

認定企業数 51社 累計200社 165社

「仕事と子育ての両立支援」や「子育てにや
さしい活動」に取り組んでいる企業の認定を
行ったほか、優れた取組、独自の取組を行っ
ている企業を表彰した。

82.5% Ａ
30年度は入札参加者資格審査における加点
が導入されたことにより、建設業の認定申
請が多かったが、建設業以外の幅広い業種
に申請してもらうことが課題である。

企業組合などの総会に出向き、説明するな
ど、幅広い業種に対して周知を行う。

子ども総務課

6
【追加】
秋田市版イクボス
宣言プロジェクト

子育て応援リーダー宣言
企業数

23社 累計80社 82社

「秋田市版イクボスハンドブック」を配布
し、イクボスの理念の普及に努めた。また、
秋田市ワーク・ライフ・バランス推進イベン
トの中で、新たにイクボス宣言を実施した企
業を紹介した。

102.5% Ｓ －

ハンドブックやＨＰなどでイクボスの浸透を
図るとともに、「秋田市イクボス企業同盟」
の活動をサポートするなかで、出張講座や合
同勉強会を実施し、イクボス宣言の効果等を
ＰＲしていく。

子ども総務課

7
【追加】
なでしこ秋田・働
く女性応援事業

「なでしこ環境整備補助
金」申請企業数

- 10社 19社
女性が働きやすい職場環境の整備に取り組む
企業に対して助成した。 190.0% Ｓ ー

引き続き、制度の利用に向けた企業へのＰＲ
活動を実施していく。

企業立地雇用課

施
策
4-2

1
子育てにやさしい
施設の認定

子育てにやさしい施設認
定施設数

112施設 160施設 173施設

「秋田市元気な子どものまちづくり企業認
定・表彰制度」の認定基準の一項目とし、市
内企業を中心にやさしい施設の周知を行っ
た。また、利用者向けのリーフレットを作
成、配布し、子育て家庭に対する普及を図っ
た。

108.1% Ｓ -

　「秋田市元気な子どものまちづくり企業認
定・表彰制度」の認定項目の一つとして、認
定企業の募集とあわせて、市内企業を対象に
周知を行う。また、各種イベント等でのリー
フレット配布やホームページなどにより、子
育て家庭に対する普及を図る。

子ども総務課

2
地域保健・福祉活
動推進事業

補助完了後の継続事業数
(児童等に関する事業)

１事業 ２事業 ２事業

　審査の結果、申請８事業のうち、７事業
（うち児童等に関する１事業）を補助対象と
し、民間団体の行う福祉活動等の支援・促進
を図った。

100.0% Ａ
・制度の周知・ＰＲにより、補助事業数を
さらに拡充すること
・補助団体への指導助言による事業定着・
自立を促すこと

引き続き、制度の周知や補助団体への指導助
言による事業定着・自立を促し、より多くの
事業・団体の支援に努める。

福祉総務課
地域福祉推進室

3
地域子育て支援
ネットワーク事業
【再掲】

地域主導で事業を推進し
ている地域数

５地域 ７地域
子ども
未来センター

4
在宅子育てサポー
ト事業【再掲】(お
出かけプラン)

委託先ＮＰＯ法人数 ４団体 ５団体 ５団体
わんぱくキッズのおでかけプラン業務につい
て、プロポーザル方式により５法人を選定
し、業務を委託した。

100.0% Ｓ －

・引き続き、事業内容の充実を図るととも
に、周知に努める。
・受託希望業者がそれぞれ、魅力あるプラン
を企画提案できるよう、業者選定の方法・基
準の見直しについて検討する。

子ども
未来センター

秋田市ワーク・ライフ・バランス推進イベン
トを開催し、仕事と子育ての両立支援や子育
てにやさしい活動に取り組む企業等の認定・
表彰をしたほか、男性の育児参加をテーマと
した講演やパネルディスカッションを行うな
ど、ワーク・ライフ・バランスに関する意識
啓発に努めた。

ワーク・ライフ・バランスに関する理解を
深める機会を提供すること。

　※　№１「ワーク・ライフ・バランスに関する広報・啓発」の25年度末実績値は、回答者における比率での比較を行うため、平成29年度中間評価時、無回答者を除いた値に修正しています。

社会全体で子育て家庭を応援するしくみづくりの推進

　基本目標４　ワーク・ライフ・バランスの推進

引き続き、啓発イベントを開催するほか、秋
田市ワーク・ライフ・バランス推進週間をＰ
Ｒする懸垂幕を庁舎前に掲示し、広く市民に
向け意識啓発をする。

1 子ども総務課
ワーク・ライフ・
バランスに関する
広報・啓発

4

ワーク・ライフ・バランスの推進

生活総務課
男女共生意識の啓
発【再掲】
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指標
25年度末
実績値
（参考）

31年度末目標値
（地域子ども・子育
て支援事業は各年度

の確保数）

30年度末
実績値

30年度の取組状況
達成率
(％)

評価 目標達成に向けた課題 令和元年度の取組予定 担当課

基本目標
｜

施策
｜

取組・事業

施
策
5-1

①自治活動助成件数 1,004件 1,004件 998件
自治活動の活性化を図る町内会等に対し、活
動助成金を交付した。 99.4% Ａ 加入世帯を増やす。

②電気料助成件数 996件 996件 989件
防犯灯の電気料を負担する町内会等に対し、
電気料助成金を交付した。 99.3% Ａ 加入世帯を増やす。

③防犯灯設置件数 29,072件 30,272件 29､781件
町内会等の申請に基づき、ＬＥＤ防犯灯を174
灯新設した。 98.3% Ａ 増設に取り組む。

2 防犯活動の推進 支援団体数 ３団体 ３団体 ３団体 各防犯協会に対して活動費の交付を行った。 100.0% Ｓ － 各防犯協会に対して活動費の交付を行う。 生活総務課

3
秋田市立小学校警
備事業

全市立小学校への警備員
の配置

全市立小学
校

全市立小学校
全市立小学

校

全ての市立小学校に警備員１名を配置し、校
内における不審者、不審物への対応を行っ
た。

100.0% Ｓ － 継続して実施する。 学事課

4
秋田っ子まもる
メールの配信

メール配信のための登録
者数

19,114人 25,000人 26,116人
小中学生の登下校時の安全を確保するため、
不審者に関する情報などを、携帯電話やパソ
コンにＥメールで周知した。

100.0% Ｓ － 継続して実施する。 学事課

5
スクールガード養
成講習会の実施

参加者数 186人 200人 132人

児童生徒の登下校時における交通事故や犯罪
の防止対策として、学校安全に関するボラン
ティアや地域住民および保護者等を対象に講
習会を実施した。

66.0% Ｂ
講習会への参加者が減少傾向であるため、
プログラムの再編や開催日の周知方法につ
いて検討する。

継続して実施する。 学事課

6
通学時における安
全確保と適切な指
導

安全対策委員会の人数 8,152人 8,600人 6,751人

小学校通学路における交通危険箇所の解消を
図るため、平成29年８月末に合同点検を実施
し、第２回の協議会において、点検結果及び
交通危険箇所に係る今後の対応について報告
した。

78.5% Ｂ 継続して各校から交通危険箇所の情報収集
に努め、対策必要箇所を洗い出す。

継続して実施する。 学事課

7
被害を受けた子ど
もへの対応

学校における事故発生時
の対応マニュアルの整
備・更新

100％ 100% 100%

　子どもの命を最優先に、正確な状況把握に
努めるとともに、心のケアに努める事の大切
さについて研修や冊子「学校教育の重点」で
周知を図った。

100.0% Ｓ －

　事故発生の報告を受けた際には、子どもの
命を最優先に速やかな医療への接続や心のケ
アに努めるとともに、再発防止や二次被害防
止のため、関係機関と連携を図りながら組織
的に対応する。

学校教育課

8
各種防災訓練の拡
充

放課後児童クラブ等にお
ける防災学習会の開催回
数

９回 22回 14回
児童を対象に次世代育成として、放課後クラ
ブおよび児童センター等へ、防災講話等を実
施し、防災に関する啓発を行った。

64.0% Ｂ
訓練派遣依頼が来る施設が決まってきてい
るため、防災意識の低い施設に働きかけて
いくことが必要だと考えている。

引き続き児童を対象とした防災学習を通して
啓発活動に取り組んでいく。

防災安全対策課

9 交通安全教育事業 交通安全教室実施施設数 98施設 100施設 97施設

  子どもを交通事故から守るため、幼稚園等
を対象とした交通安全教室を実施したほか、
季別毎の交通安全運動期間中などに、交通安
全に関する広報・啓発活動を実施した。

97.0% Ａ
交通安全教室を募集したが、未実施の施設
が若干数あるため、その施設への働きかけ
が必要と捉えている。

市内１０３施設へ交通安全教室の募集を行っ
ており、目標値の達成を目指している。

交通政策課

10
交通安全普及・啓
発事業

子どもの交通事故死傷者
数

58人 48人 36人

  子どもを交通事故から守るため、幼稚園等
を対象とした交通安全教室を実施したほか、
季別毎の交通安全運動期間中などに、交通安
全に関する広報・啓発活動を実施した。

133.3% Ｓ －
幼児交通安全教室の実施と、各季の交通安全
運動期間中に交通安全街頭キャンペーンを実
施するなど、交通事故の防止を図る。

交通政策課

子どもの安全確保

1 生活総務課
まちあかり・ふれ
あい推進事業

　基本目標５　安全・安心な生活環境の整備

同様の取組みを実施していく。
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指標
25年度末
実績値
（参考）

31年度末目標値
（地域子ども・子育
て支援事業は各年度

の確保数）

30年度末
実績値

30年度の取組状況
達成率
(％)

評価 目標達成に向けた課題 令和元年度の取組予定 担当課

基本目標
｜

施策
｜

取組・事業

施
策
5-2

1
人にやさしい歩道
づくり事業

歩道整備延長
11,460ｍ
(累計)

16,080ｍ
(累計)

13,080m
市道鉄砲町菅野線歩道改良工事として歩道延
長L=237ｍを実施 81.3% Ａ 国の社会資本整備総合交付金事業の継続的

な予算確保が必要
市道鉄砲町菅野線歩道改良工事として歩道延
長L=123ｍを実施予定

道路建設課

2
公園のバリアフ
リー化

園路・広場のバリアフ
リー化

109箇所
(累計)

136箇所
(累計)

137箇所
市場西第二街区公園ほか３公園についてバリ
アフリー化した。 100.0% Ｓ －

松美ケ丘第四街区公園ほか３公園について、
園路等の改修を行い、バリアフリー化を実施
する。

公園課

3
公園遊具施設長寿
命化等整備事業

遊具更新・予防修繕基数
遊具287基
予防302基
(累計)

遊具363基
予防463基
(累計)

遊具372基
予防431基
(累計)

遊具更新については、土崎駅東第三街区公園
ほか７公園の９基、予防修繕については、新
屋新町後児童遊園地ほか16公園の18基で実施
した。

97.2% Ａ

目標値はほぼ達成しているものの、今後も
遊具の老朽化への対応は必要であることか
ら、更新費用の確保と予防修繕によるライ
フサイクルコストの低減を図る必要があ
る。

遊具更新については、光沼近隣公園ほ５公園
の６基、予防修繕については、南ヶ丘一号街
区公園ほか23公園の48基で実施する。

公園課

4

土崎駅、新屋駅、
市立病院・山王官
公庁周辺地区のバ
リアフリー化

公共施設等のバリアフ
リー化の推進

重点整備地区
３地区

重点整備地区
３地区

重点整備地
区

３地区

｢秋田市バリアフリー基本構想｣に位置づけた
重点整備地区における特定事業等の進捗状況
を秋田市バリアフリー協議会において確認し
た。

100.0% Ｓ －
秋田市バリアフリー協議会を開催し、同基本
構想の評価検証を実施する。

都市計画課

5
既設市営住宅建替
事業

既設市営住宅の建替整備
戸数

260戸
(累計)

300戸
(累計)

320戸
(累計)

－ 106.7% Ｓ － － 住宅整備課

6
市営住宅優先入居
制度

子育て世帯向け住戸の整
備戸数

30戸
(累計)

40戸
(累計)

40戸
(累計)

高梨台市営住宅の子育て世帯向け住戸10戸が
平成29年度末に完成し、平成30年度に新規募
集を行った。既設の新屋比内町市営住宅30戸
と合わせ、目標の40戸の整備が完了した。

100.0% Ｓ － － 住宅整備課

7
子育てにやさしい
施設の認定【再
掲】

子育てにやさしい施設認
定施設数

112施設 160施設 子ども総務課

子育てを支援する生活環境の整備
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指標
25年度末
実績値
（参考）

31年度末目標値
（地域子ども・子育
て支援事業は各年度

の確保数）

30年度末
実績値

30年度の取組状況
達成率
(％)

評価 目標達成に向けた課題 令和元年度の取組予定 担当課

基本目標
｜

施策
｜

取組・事業

施
策
6-1

1

子どもを守る地域
ネットワーク強化
事業(要保護児童対
策地域協議会)

個別ケース検討会議開催
回数

11回 15回 16回
個別ケース検討会議を開催し、関係機関との
連携を図り、早期に適切な支援を行った。 106.7% Ｓ －

引き続き､関係機関との連携を強化し、要保護
児童等の早期発見、早期対応に努める。

子ども
未来センター

2 児童家庭相談 相談件数 4,199件 7,000件 7,115件

定期的な街頭キャンペーンやＳＮＳ等を活用
し、相談窓口の周知に努めるとともに、相談
員の資質向上のため、研修会などを実施し
た。

101.6% Ｓ －

増加している児童家庭相談や児童虐待の早期
発見・早期対応のために、秋田市子ども家庭
総合支援拠点を設置し、専門職員を増員する
など体制強化と相談員の資質向上に努めてい
く。

子ども
未来センター

3
養育支援訪問事業
【再掲】

訪問人数 11人 18人
子ども
未来センター

4
乳児家庭全戸訪問
事業【再掲】

対象者数 2,237人 1,986人 子ども健康課

施
策
6-2

①就業支援講習会受講者
数

48人 60人 38人
講習会の開催について、広報誌やホームペー
ジ等で周知を図った。 63.3% Ｂ

②自立支援教育訓練給付
金受給者数

４人 ４人 10人
教育訓練指定講座を終了した者に給付金を支
給した。 250.0% Ｓ

③高等職業訓練促進給付
金受給者数

８人 ９人 ６人
看護師資格等の取得のために修学した者に対
して給付金を支給した。 66.6% Ｂ

2
母子父子寡婦福祉
資金貸付事業

貸付件数 53件 53件 12件
児童扶養手当の現況届手続時や広報あきたへ
掲載し制度の周知を図った。相談者や希望者
に対し助言等を行いながら貸付を実施した。

22.6% Ｃ 制度の周知をさらに行う必要がある。
利用希望の相談者へ的確な助言等を行いなが
ら、利用しやすい環境作りに努める。

子ども総務課

3
児童扶養手当支給
事業

申請に基づき支給
申請に基づ

き支給
(2,993人)

申請に基づき支給
申請に基づ

き支給
（2,872人）

申請に基づき支給 100.0% Ｓ - 申請に基づき支給 子ども総務課

児童虐待防止対策の充実

1 子ども総務課
ひとり親家庭自立
支援事業

　基本目標６　子ども・若者と家庭へのきめ細かな支援

講習会の開催について、広く広報活動をす
る。

ひとり親家庭の自立支援の推進

必要な家庭に必要な情報が届くように、既
存の方法以外の周知方法について引き続き
検討する。
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指標
25年度末
実績値
（参考）

31年度末目標値
（地域子ども・子育
て支援事業は各年度

の確保数）

30年度末
実績値

30年度の取組状況
達成率
(％)

評価 目標達成に向けた課題 令和元年度の取組予定 担当課

基本目標
｜

施策
｜

取組・事業

施
策
6-3

1 障がい児通所支援
利用希望者に対するサー
ビス提供率

100％ 100% 100.0%
児童発達支援などの障害児通所支援につい
て、全ての利用希望者に対して支給決定をし
ました。

100.0% Ｓ -

全ての障がいのある児童が、日常生活におけ
る基本的な動作の指導や集団生活への適応訓
練など、必要な支援を受けることができるよ
う、引き続きサービス提供に努めていきま
す。

障がい福祉課

2
日中一時支援事業
(放課後支援型・短
期入所型)

利用希望申請に対する可
否決定率

100％ 100% 100.0%
日中一時支援事業に係る利用希望申請につい
ては、受入れ可能な児童数に応じた、可否決
定を行いました。

100.0% Ｓ -
必要な支援を受けることができるよう、引き
続きサービス提供に努めていきます。

障がい福祉課

3
障害者総合支援法
における障害福祉
サービスの提供

利用申請に対する提供率 100％ 100% 100.0%
障害福祉サービスおよび地域生活支援事業
サービスともに、全ての利用希望者に対して
支給決定を行いました。

100.0% Ｓ -

全ての障がいのある児童が、日常生活におけ
る基本的な動作の指導や集団生活への適応訓
練など、必要な支援を受けることができるよ
う、引き続きサービス提供に努めていきま
す。

障がい福祉課

4
各種サービスの情
報提供

サービス情報提供不足に
関するクレーム、要望数

０件 ０件 ０件
新規に開設したサービス事業所については、
適時にホームページに掲載するなど、サービ
スに係る情報提供に努めました。

100.0% Ｓ -
引き続き最新の情報を提供するようホーム
ペーの更新に努めていきます。

障がい福祉課

5
障がい児等療育支
援事業

障がい児の療育に係る相
談に対する対応率

100％ 100% 100%
指定相談支援事業所に、在宅の知的障がい児
の療育に関する窓口を設け、対応に当たりま
した。

100.0% Ｓ -
引き続き、療育相談に対して対応していきま
す。

障がい福祉課

6
公立保育所障がい
児保育事業

受入児童数 26人 14人 26人
障がいのある児童が入所している保育所に臨
時保育士を配置し、障がい児の受入れを推進
した。

185.7% Ｓ -

受入れ状況に応じた保育士の確保が難しく
なっているため、引き続き、臨時保育士を配
置するなど、保育を必要とする障がい児の受
入れの拡大を図る。

子ども育成課

7
私立保育所等障が
い児保育事業

受入施設数 24施設 68施設 38施設
私立保育所および私立認定こども園71施設の
うち、38施設（対象児童数62人）に補助金を
交付した。

55.9% Ｂ
受入施設の保育士の確保が困難かつ保育士
の雇用に伴う財政的な負担もあることか
ら、受入れが難しい環境となっている。

保育士の安定確保や受入施設への補助金単
価、療育支援加算等の支援状況について、国
からの通知等を考慮しながら受入しやすい環
境整備を図る。

子ども育成課

8
保育士サポート研
修

開催回数 ８回 ８回 ８回
障がいや発達上の課題が見られる子どもへの
対応について、民間保育所との連携による研
修会を８回実施した。

100.0% Ｓ －
引き続き関係機関や民間保育所との連携によ
る研修会を８回実施し、保育士の資質向上を
図る。

子ども育成課

9
放課後児童健全育
成事業【再掲】

障がい児受入クラブ数 12クラブ 39クラブ 14クラブ
43の放課後児童クラブのうち、14のクラブに
おいて障がい児を受け入れた。 35.9% Ｃ 障がい児を受け入れるため、専門的知識を

有する支援員等の人材を確保する。

専門的知識を有する支援員等の配置が可能な
放課後児童クラブにおいて、障がい児の受入
体制の充実を図る。

子ども育成課

障がい児等に対する支援の充実
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指標
25年度末
実績値
（参考）

31年度末目標値
（地域子ども・子育
て支援事業は各年度

の確保数）

30年度末
実績値

30年度の取組状況
達成率
(％)

評価 目標達成に向けた課題 令和元年度の取組予定 担当課

基本目標
｜

施策
｜

取組・事業

10

小・中学校就学奨
励事業
（特別支援教育就
学奨励費）

申請に基づき支給
申請に基づ

き支給
(3,604人)

申請に基づき支給
申請に基づ
き支給（111

人）

認定となった小学生77人、中学生34人の保護
者に対し、就学援助費を支給した。 100.0% Ｓ －

認定となった小中学生の保護者へ就学援助費
等を支給する。

学事課

11
小・中学校特別支
援学級新設経費

新設される特別支援学級
に基づく備品購入率

100％ 100% 100%
特別支援学級が新設された小・中学校（小学
校：13校、中学校：5校）に指導上必要な教材
備品を購入した。

100.0% Ｓ －
新設される特別支援学級において、児童の障
がいに応じた教育を行うために必要な備品を
購入する。

学事課

①学校行事等支援サポー
ター数

延べ185人 延べ190人
延べ１７９

人 85.3%
②学級生活支援サポー
ター数

延べ121人 延べ170人
延べ１７３

人 95.3%
③日本語指導支援サポー
ター数

延べ18人 延べ30人 延べ３０人 100.0%

13
すこやか障がい児
療育支援事業

助成申請に対する可否決
定率

100％ 100% 100%
児童発達支援等の利用者からの全ての助成申
請について、一定の所得条件の下、可否決定
を行いました。

100.0% Ｓ －
対象者からの申請に遺漏がないように努めて
いきます。

障がい福祉課

施
策
6-4

不登校児童生徒への適切
な支援
①適応指導教室

適切な環境
整備

適切な環境整備
適切な環境

整備 100.0%

不登校児童生徒への適切
な支援
②フレッシュフレンド派
遣

適切な派遣 適切な派遣 適切な派遣 100.0%

2 若者自立支援事業
職業体験の各年度の延べ
参加人数

530人
（28年度）

750人 252人

社会参加に困難を有する若者の自立支援を推
進するため、県の「地域若者サポートステー
ション事業」と連携し、職業体験提供事業所
の開拓等に取り組むとともに、「若者のため
のしごと塾」を開催し、一人ひとりの課題克
服のためのプログラムに合わせたきめ細やか
な支援を行った。
また、潜在的な対象者を支援に繋げるため、
リーフレットを作成し、関係機関や高等学
校・大学等の窓口に設置したほか、民生委
員・児童委員を通じて、対象者へ配布した。

33.6% Ｃ 社会参加に困難を有する潜在的な対象者を
どう支援に繋げるかが課題である。

PR用パネルを作成し、学校の長期休暇等に合
わせて図書館にパネル展示およびリーフレッ
トの配付を行うことにより周知に努める。

子ども総務課

　①②は延１７３人、③は３０人派遣し、支
援の充実を図った。 Ａ

　　特別な支援を必要とする児童生徒の指
導・支援の充実が図られるようを増員する
こと。

　一人ひとりの状況に応じた支援の充実を図
るとともに、家庭・関係機関との連携の推進

に努める。
Ｓ -1 学校教育課

適応指導センター
「すくうる・みら
い」運営事業

　①は延べ１８３、②は１８４人、③は３０
人を派遣し、支援の充実を図る。

　一人ひとりの状況に応じたきめ細やかな支
援を継続するとともに、特別支援教育の専門
家やカウンセラーなど、様々な立場からの助
言を踏まえた支援に努める。

12

社会参加に困難を有する子ども・若者への支援

学校教育課
特別支援教育推進
事業
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指標
25年度末
実績値
（参考）

31年度末目標値
（地域子ども・子育
て支援事業は各年度

の確保数）

30年度末
実績値

30年度の取組状況
達成率
(％)

評価 目標達成に向けた課題 令和元年度の取組予定 担当課

基本目標
｜

施策
｜

取組・事業

施
策
6-5

1
乳幼児・小学生の
医療費助成

申請に基づき支給
申請に基づ

き支給
(22,009人)

申請に基づき支給

申請に基づ
き支給

（20,613
人）

申請に基づき、乳幼児および小中学生に対し
て福祉医療費受給者証を交付し、医療費（保
険診療）の自己負担分を助成した。

100.0% Ｓ － 引き続き申請に基づき支給する。 子ども総務課

2
特定不妊治療費助
成事業

助成者数
申請に基づ

き給付
(延べ436人)

申請に基づき支給 352人
特定不妊治療を行った夫婦からの申請に対
し、治療に要する費用の一部を助成した。 100.0% Ｓ －

引き続き、不妊治療を行う医療機関を通じ、
事業の周知を図る。

子ども健康課

3
母子父子寡婦福祉
資金貸付事業【再
掲】

貸付件数 53件 53件 子ども総務課

4
児童扶養手当支給
事業【再掲】

申請に基づき支給
申請に基づ

き支給
(2,993人)

申請に基づき支給 子ども総務課

5
認定等保育施設保
育料助成事業

適正な補助 適正な補助 適正な補助
補助金交付
（4,928千

円）

８施設の入所児童延べ875人に対し保育料助成
を行った。 100.0% Ｓ －

幼児教育無償化による新たな給付制度へ対応
し、適正に補助金を交付する。

子ども育成課

6
すこやか子育て支
援事業

(ニーズ調査)
保育料の設定に満足して
いる割合

※
65.5％

基準値（65.5%）
より上昇

72.2% 延べ35,932人に対して助成を行った 110.2% Ｓ －
幼児教育無償化に対応し、適正に補助金を交
付する。

子ども育成課

7
幼稚園就園奨励事
業

適正な補助 適正な補助 適正な補助
補助金交付
（108,734千

円）
適正に補助金を交付した。 100.0% Ｓ －

幼児教育無償化による新たな給付制度へ対応
し、適正に補助金を交付する。

子ども育成課

8
幼稚園預かり保育
料助成事業

適正な補助 適正な補助 適正な補助
補助金交付
（7,800千

円）
適正に補助金を交付した。 100.0% Ｓ －

幼児教育無償化による新たな給付制度へ対応
し、適正に補助金を交付する。

子ども育成課

9
修学一時資金緊急
支援金交付事業

支援金交付者数 19人 20人 ４人
ホームページで事業のＰＲを行った。また、
秋田市社会福祉協議会や子ども総務課に申請
書等の配布を依頼した。

20.0% Ｃ
給付対象者となる秋田県社会福祉協議会生
活福祉資金就学支度費等の利用者が減少し
ているため、当該事業の申請者も減少して
いる。

引き続き事業の広報に努めるとともに、給付
対象者に漏れなく申請してもらうため、関係
機関にも協力を求めていく。

福祉総務課

10
ファミリー・サ
ポート・センター
利用料助成事業

助成金申請率(申請件数/
助成対象件数)

85.0％ 98.0% 99.6%

ファミリー・サポート・センターの利用会員
が支払う利用料金（報酬部分）の１／２を助
成し、利用会員の経済的負担の軽減を図っ
た。

101.6% Ｓ －

・ファミリー・サポート・センターの利用会
員が支払う利用料金（報酬部分）の１／２を
助成し、利用会員の経済的負担の軽減を図
る。
・幼児教育無償化への対応

子ども
未来センター

11 児童手当支給事業 認定請求に基づき支給
認定請求に
基づき支給
(21,894人)

認定請求に基づき支
給

申請に基づ
き支給

（20,613
人）

申請に基づき、乳幼児および小中学生に対し
て福祉医療費受給者証を交付し、医療費（保
険診療）の自己負担分を助成した。

100.0% Ｓ － 引き続き申請に基づき支給する。 子ども総務課

11

小・中学校就学奨
励事業
（小・中学校就学
援助費）

申請に基づき支給
申請に基づ

き支給
(3,604人)

申請に基づき支給
申請に基づ

き支給
（3,493人）

認定となった小学生2,257人、中学生1,236人
の保護者に対し、就学援助費を支給した。 100.0% Ｓ －

認定となった小中学生の保護者へ就学援助費
等を支給する。

学事課

12
【追加】
第２子保育料無償
化事業

全出生率に占める第２子
の割合

39.0%
（28年度）

40.0% 37.6% 延べ11,772人に対して助成を行った 94.0% Ａ －
幼児教育無償化に対応し、適正な助成を行
う。

子ども育成課

　※　№６「すこやか子育て支援事業」の25年度末実績値は、回答者における比率での比較を行うため、平成29年度中間評価時、無回答者を除いた値に修正しています。

子育てに係る経済的支援の充実
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